
宮崎市市民活動支援補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 市は、市民活動を推進するため、市民活動団体等が実施する活動に対して、その

自主性を尊重しつつ宮崎市市民活動支援補助金（以下「補助金」という。）を交付するも

のとし、その交付については、宮崎市補助金等交付規則（昭和５０年宮崎市規則第１９

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、「市民活動」とは、宮崎市市民活動推進条例（平成１３年宮崎

市条例第６号。以下「条例」という。）第２条第１項に規定する活動をいう。

２ この要綱において、「市民活動団体」とは、条例第２条第１項に規定する活動を行う団

体をいう。

（補助対象団体）

第３条 補助の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、前条第２項に規定す

る団体かつ宮崎市民活動センターに登録している団体で、次の各号に該当する団体とす

る。

一 宮崎市内で市民活動をする団体。

二 規約・会則等を持ち自主的で継続的な活動のできる団体。

三 ３名以上で構成されている団体。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は補助対象団体としな

い。

一 宮崎市暴力団排除条例（平成２３年宮崎市条例第４７号）第２条第３号に規定する

暴力団関係者が所属する場合。

二 特定非営利活動法人で特定非営利活動促進法第２９条に定める事業報告書等を所轄

庁に提出していない場合。

（補助対象事業）

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、市民活動団体が実施

する市民活動であって、かつ、市長が当該市民活動の内容、時期、経費等が市民活動を

推進するため適当と認めた事業で、次の各号のいずれかに該当するものとする。

一 始業期支援事業は、団体の自立を促進するのに効果的な事業で、創造性、継続性、

公益性等の高い事業。

二 成長期支援事業は、活動期間が１年以上の団体が主体性をもち、団体の資質を向上

するのに効果的な事業で、創造性、継続性、公益性等の高い事業。なお、成長期支援

事業は、単独型、市との協働型（以下「協働型Ⅰ」という。）、地域まちづくり推進委

員会との協働型（以下「協働型Ⅱ」という。）の３コースとする。

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、補助の対象としない。

一 主たる効果の対象が宮崎市民でない事業。

二 国又は地方公共団体から他の制度による補助等を受ける事業。



（補助金の額と交付限度回数）

第５条 前条第１項第１号及び第２号の補助対象事業に要した経費のうち補助の対象とな

る経費（以下、補助対象経費という。）は、別表のとおりとする。

２ 補助金の額は、総事業費から当該事業に係る収入を除いた額又は、次の各号に定める

額のいずれか低い額を限度として市長が定める。

一 始業期支援事業は、１０万円以内とする。

二 成長期支援事業については、単独型は補助対象経費の８０％以内の額（当該額が５

０万円を超えるときは、５０万円）とし、協働型Ⅰ及び協働型Ⅱは補助対象経費の１

００％以内の額（当該額が５０万円を超えるときは、５０万円）とする。

３ 補助金の交付回数の限度については、次の各号に定める回数とする。

一 始業期支援事業は、１団体につき１回のみとする。

二 成長期支援事業（単独型、協働型Ⅰ、協働型Ⅱ）は、１団体につき各コース３回ま

でとする。

（補助金の交付の申請）

第６条 補助金の交付を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、市長が別に定

める期間内に関係書類を添えて宮崎市市民活動支援補助金申請書（様式第１号）を市長

に提出しなければならない。

（審査）

第７条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、補助金の交付の適否及び補助金の

額について審査するものとする。

２ 市長は、前項の規定による審査に際しては、条例第１０条に規定する宮崎市市民活動

推進委員会の意見を聴くものとする。

（審査結果の通知）

第８条 市長は補助対象事業を採択したときは、宮崎市市民活動支援補助金採択通知書（様

式第２号）又は補助事業に該当しない場合は、宮崎市市民活動支援補助金不採択通知書

（様式第３号）により申請者に通知するものとする。

（補助金の交付申請）

第９条 前条に規定する補助金額の採択の通知を受けた申請者は、速やかに規則第３条に

基づく補助金等交付申請書により、市長に補助金の交付を申請するものとする。

（補助金の交付の決定及び交付）

第１０条 市長は、前条の申請書が提出されたときは、規則第５条に基づく補助金等交付

決定書により申請者に交付の決定を通知する。

２ 事業の性質上事業の終了前に交付することが適当と市長が認める場合は、前項の規

定により決定した補助金等の全部又は一部を概算払いにより交付し、事業完了後に精

算するものとする。



（実績報告）

第１１条 申請者は、補助事業の完了後、３０日以内に規則第１１条に基づく補助事業実

績報告書（様式第４号）及び関係書類を市長に提出しなければならない。

（補助金の確定）

第１２条 市長は、前条に規定する実績報告を受けた場合は、実績報告書の内容を審査し、

その成果が補助金等の交付内容又は付した条件に適合すると認めたときは、規則第１２

条に基づく補助金等交付確定通知書により通知するものとする。

（交付の取り消し及び補助金の返還）

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付を取り消し、若

しくは補助金の額を減額し、又は既に交付した補助金の全部もしくは一部を返還させる

ことができる。

一 補助金等の交付の内容又はこれに付した条件その他法令又はこの要綱に基づく市長

の指示に違反したとき。

二 虚偽その他不正な行為により補助金を受け、又は受けようとしたとき。

三 補助事業の開催が中止となったとき。

四 まちづくり環境整備事業及び中山間地域支援事業で助成を受けて整備を行った施設

等を、市長の許可なく３年以内に別の用途に転用、又は別の者に譲渡したとき。

五 市長が不適当と認めたとき。

（補助の範囲）

第１４条 補助金の財源は条例第１４条で規定する宮崎市市民活動支援基金（以下「基金」

という。）とする。

２ 第４条第１項第１号及び第２号の当該年度における補助対象事業への補助金は上限を

６００万円とし、前年度の基金への市民からの寄附額に１．５を乗じた額又は３００万

円のいずれか大なるほうの範囲で交付するものとする。

３ 特に市長が必要と認める場合には、前項の規定を超えて補助金を交付できるものとす

る。

（委任）

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別

に定める。

附 則

この要綱は、訓令の日から施行し、平成１３年８月２２日から適用する。

附 則

この要綱は、平成１７年４月１日から適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１８年５月９日から施行し、この要綱による改正後の規定は平成１

８年４月１日から適用する。



（検討）

２ 市長は、第４条第１項第３号に定める「中心市街地まちづくり支援事業」及び、第４

号に定める「三町まちづくり支援事業」の平成１９年度以降の補助のあり方について、

平成１８年度の状況を踏まえた上で検討を行い、必要な措置を講ずるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

（検討）

２ 市長は、第４条第１項第３号に定める「中心市街地まちづくり支援事業」の平成２０

年度以降の補助のあり方について、平成１９年度の状況を踏まえた上で検討を行い、必

要な措置を講ずるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２２年１２月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行し、改正後の規定を適用する。



別表（第５条第１項関係）

費 目 経 費 の 種 類

１ 報償費 講師・専門家等へ謝礼（５万円以内のものに限る。）、調査・研究

等に係る報償費等

２ 旅費 交通費（日常の活動に要するものを除く。）、通行料金、宿泊費等

３ 需用費 資材・書籍等の購入費、チラシ・ポスター等の印刷費、材料費、

消耗品費等

４ 役務費 翻訳・原稿料、通信運搬に係る経費、保険料等

５ 使用料及び

賃借料

会場使用料、車両・機具等の賃借料等

６ その他の経

費

その他市長が認める経費


